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１．モデル事業の目的

「観光交流空間づくり」とは、地域の経済活性化、生活環境向上、国民等の観光ニーズに応えることを目的として、地域特性を踏まえた観光戦略に基づき、多様な地域資源を活用し、地域の幅広い関係者が一体となって進める、観光を軸とした良好な地域づくりと観光交流拡大の取組みのことです。

余暇時間の増加、国民意識の変化、ライフスタイルの多様化が進む中、官民一体となって「観光交流空間づくり」を進め、「観光振興」を核とした「交流人口を拡大する」地域づくりを推進していくことが、新たな地域づくりの方向として注目されつつあります。
こうした中で、「観光交流空間づくりモデル事業」は、従来の観光名所を中心とした点的な観光から、街並みや暮らしぶり、さらに地域住民との交流など面的なひろがりを持った観光交流への転換を目指しており、複数市町村にまたがる地域を対象に、地域が連携して行う、魅力ある先進的な「観光交流空間づくり」の取組みを、国土交通省が所管のハードおよびソフトの事業や施策により、総合的かつ重点的に支援し実現を図っていくことを目的としています。
２．モデル事業の実施主体
「観光交流空間づくり」を実施しようとする市町村が、関係者*からなる「広域連携観光交流推進協議会」（以降、協議会と略す）を設置し、この協議会が「観光交流空間づくりモデル事業」の計画を策定し、「観光交流空間づくりモデル事業計画書」を作成します。

〔* 関係者とは、有識者、旅行事業者や交通事業者等の観光関係事業者、ＮＰＯ等の関係団体の代表、地元関係者、関係市町村職員・関係都道府県職員等、関係市町村が協議会の構成員として必要と判断する方々です。〕
３．モデル事業選定申出のための提出書類
モデル事業としての選定申出に際しては、以下の①及び②の書類を別紙の様式に従って作成し、所定の期間内に国土交通省担当部局（地方整備局等または地方運輸局等を経由）に提出していただきます。

①観光交流空間づくりモデル事業計画書……【様式１-１】～【様式１-１４】

②選定申出書……………………………………【様式２】
４．インターネットによる提出書類の様式等の入手方法
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/kankomodel/index.htm　にアクセスすれば、必要な様式等のファイルをダウンロードすることができます。

５．計画書様式への記入要領
【様式１-１】への記入方法
（１）計画策定者等

計画対象地域（以降、当該地域と呼ぶ）については都道府県名および市町村名で表記します。「位置図」については、主要施設・主要道路・鉄道・河川・市街地の分布などが分かるものとし、既存の地図を拡大あるいは縮小コピーして貼り込んでも構いません。計画対象市町村の範囲をはっきりと表示するようにしてください。
（２）基本構想

○概ね５年後を目標年次とします。

○地域固有の特性を踏まえ、地域の自助努力を基本に目標を達成できるものとします。

○「①観光戦略」と「②事業プラン」によって構成されます。

○協議会は地方整備局等・地方運輸局等・都道府県・関係事業者等の事業実施主体等との協議を必ず行うこととします。

○必要に応じて、基本構想の策定に際しては、「ＰＩ（パブリック・インボルブメント）*」を実施し計画に反映させます。

〔* ＰＩとは、施策の目標や社会資本の整備水準等について、計画段階から国民や住民とともに考えていく手法です。〕

【様式１-２】への記入方法
【①観光戦略】

○地域の資源を活かし、訪れる人々を迎え入れるための戦略で、地域の取組みの方向付けとなるものです。

○具体的には、以下の事項を検討し簡潔にとりまとめます。

（ア）地域の観光の現状と主要な観光資源の整理
【地域の観光の現状】

当該地域の観光の現状及び問題点等を簡潔に整理します。

【主要な観光資源の状況】

さらに当該地域における主要な観光資源とその特徴を整理するとともに、必要に応じてそれらの分布図を別途添付します。

（イ）期待される主要な観光客層の想定
国内外のどの地域からどのような観光客層を迎え入れることを想定しているかについて、整理します。

【様式１-３】への記入方法
（ウ）「観光交流空間づくり」のテーマと方針の設定

長期的な視点を含め、当該地域における「観光交流空間づくり」のテーマと、地域全体に関わる戦略としての方針を設定します。

（エ）「観光交流空間づくり」を達成するための課題の整理

「観光交流空間づくり」を達成するために是非とも必要と考えられる課題を（ア）～（ウ）を踏まえて抽出整理します。例えば、○○への交通アクセス、○○における景観形成、○○に関する情報発信、○○産業との連携、などが挙げられます。整理に際しては、「旅行者の視点」と「地域づくりの視点」とに分けて記入してください。

【様式１-４】への記入方法

（オ）アウトカム目標（効果の客観的な目標）および目標年次の設定

計画の実現に向けて自主的に計画の進行を管理していくため、当面の目標年次（概ね５年後）を設定し、本モデル事業の効果を客観的に把握・評価するための目標を設定します。例えば、経済的な数値（金額）、観光入り込み数、各種施設等の利用者数、などの定量的な値をアウトカム目標として設定することが望ましいですが、それらが把握困難な場合には定性的な指標（観光客の評価や評判、アンケートなどの回答、住民や観光客からの意見など）を設けて目標設定します。単なる希望ではなく、一定の努力のもとで実現可能性のある目標値を定めるようにします。

（カ）ＰＩの方法および結果とその観光戦略への反映

必要に応じて、観光戦略の計画案を公表し地域住民等の意見を収集し、観光戦略に反映させます。実際に行った計画案公表の方法や地域住民の意見の収集方法を示すとともに、その結果を観光戦略にどう反映させたかを簡潔に示します。

【様式１-５】～【様式１-９】
【②事業プラン】

○観光戦略の実現のために必要な事業や施策を定めます。①（エ）の「観光交流空間づくり」を達成するための課題を解決するために実施する事業を、当該課題ごとに記載します。

○各事業について、（ア）核となるソフト事業（地域団体等が行うもの、民間事業者が行うもの、の２種類に分ける）、（イ）民間ハード事業（民間事業者や地域団体等が行う）、（ウ）公的関連ソフト事業・施策（行政が行う規制・誘導施策等）、（エ）公的関連ハード事業（行政が行う基盤整備等）の区分に従い、その内容を記述します。
【様式１-５】への記入方法
（ア）「観光交流空間づくり」を達成するための課題に対応するための事業
観光戦略の（エ）で挙げた各課題を(a)欄に示し、これに対応するための事業を(b)欄に示します。なお、((b)欄に示した事業が複数の課題に対応することが分かるように、(a)欄の課題が関係するものについて、(b)欄に各事業毎の通し番号と事業名を記入します。
【様式１-６】への記入方法
（イ）個別事業の内容

（ⅰ）核となるソフト事業

核となるソフト事業は、（ⅰ-ａ）ＮＰＯ等の地域団体等が行うソフト事業と、（ⅰ-ｂ）民間事業者が行うソフト事業の、２種類に区別して記載します。

（ⅰ-ａ）ＮＰＯ等の地域団体等が行うソフト事業

観光戦略の核となるソフト事業に関して、「事業の概要と観光戦略との関係」、「事業実施期間」、「実施主体・実施体制」を事業ごとに明確化します。例えば、次のような多様な事業が想定されます。

「魅力ある地域づくりの取組み」…地域おこし、地場産業育成、花いっぱい運動、等

「交流活動」…賑わいの創出、体験観光の推進活動、観光案内の充実、来訪者受け入れ態勢体制の整備、啓発活動、等

「既存資源の有効活用」…既存資源の発掘、既存資源の調査、既存資源に関する案内、等

「観光需要の平準化対策」…混雑状況に応じた施設利用料金の設定、オフシーズン対策、等

「集客イベント等の活動」…季節・祭り・産業・歴史などに因んだイベント活動、等

【様式１-７】への記入方法
（ⅰ-ｂ）民間事業者が行うソフト事業

観光戦略と一体不可分なキャンペーンや旅客輸送等の、民間事業者（旅行会社・交通事業者等）が行うソフト事業に関して、「事業の概要と観光戦略との関係」、「事業実施期間」、「実施主体・実施体制」を事業ごとに明確化します。

【様式１-８】への記入方法
（ⅱ）民間ハード事業

観光戦略と一体不可分な主要な集客施設・宿泊施設等の整備で、民間事業者やNPO等の地域団体等が行う施設整備事業に関して、「事業の概要と観光戦略との関係」、「概算総事業費および事業実施期間」、「実施主体」を事業ごとに明確化します。
【様式１-９】への記入方法
（ⅲ）公的関連ソフト事業・施策

観光戦略に関して行政が行う規制・誘導施策、事業を挙げ、それらの「事業・施策の概要と観光戦略との関係」、「事業・施策実施期間」、「実施主体」を事業・施策ごとに明確化します。例えば、都市計画制度や条例等を活用した景観形成施策、史跡などの保全・活用策、パーク＆ライドなどの交通施策等、多様なものが想定されます。

【様式１-１０】への記入方法
（ⅳ）公的関連ハード事業

観光戦略に関連する基盤整備等に係る国土交通省所管事業あるいは地方単独事業等に関して、「事業の概要と観光戦略との関係」、「概算総事業費および事業実施期間」、「実施主体」を事業ごとに明確化します。既存事業の継続も含みます。例えば、「道の駅」の整備、遊歩道の整備、観光案内サイン類の整備、橋梁の整備、生垣の整備、公園緑地の整備、緑化・修景、親水護岸の整備など多様なものが想定されます。

【様式１-１１】への記入方法
（ウ）ＰＩの方法および結果とその事業プランへの反映

必要に応じて、事業プランの計画案を公表し地域住民等の意見を収集し、事業プランに反映させます。実際に行った計画案公表の方法や地域住民の意見の収集方法を示すとともに、その結果を事業プランにどう反映させたかを簡潔に示します。

【③事業実施主体等との協議結果】

観光戦略及び事業プランの計画案に関して、協議会は地方整備局等・地方運輸局等・都道府県・関係事業者等の事業実施主体等との協議を行い、その協議結果等について簡潔に示します。

【様式１-１２】への記入方法
（３）モデル事業実施に当たっての推進体制

○モデル事業の実施に当たっては、地域の自助努力を基本に官民一体となって良好な地域づくりを進めるための推進体制を整える必要があります。
○推進体制の構成員（例えば、関係市町村、旅行事業者や交通事業者等の観光関係事業者、ＮＰＯ等の関係団体の代表、地元関係者、基本構想対象事業等の事業実施主体、都道府県・国等）を①の欄に、その役割分担を②の欄に、構成員間の連携および調整の仕組みを③の欄に示します。

○また地域住民の理解・協力及び参画を得るための具体的な枠組みを④の欄に示します。

【様式１-1３】～【様式１-1４】への記入方法
（４）ＣＳ*調査用プレゼン資料

○国土交通省のホームページ等により計画を国民に公表し、意見等を募るために、「観光交流空間づくり」のテーマと方針および計画のアピールポイント等を簡潔にまとめます。

○また、理解を助けるための図や写真等を所定の欄に掲載します。

○様式１－１３・１－１４は１ページ以内としてください。

〔* ＣＳとは、カスタマー・サティスファクション（顧客満足度）の略で、ここでは協議会が策定した計画のアピールポイント等を国民に公表し、計画の魅力の程度を評価してもらうことを想定しています。〕
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